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第１章 計画の概要 
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１ 計画策定の趣旨 

 市では、平成 26（2014）年３月に「西東京市スポーツ推進計画」（以下、「前計画」という。）を

策定し、スポーツによって市民それぞれが健康で活動的になり、またスポーツをきっかけに地域の

様々な人がつながり、地域が活性化するような環境づくりを推進してきました。前計画が令和５

（2023）年度には最終年度を迎えることから、市におけるスポーツの実態やニーズを踏まえ、前計

画を発展的に継承し、市のスポーツ施策の一層の推進を図るため、本計画を策定します。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、国のスポーツ基本法（平成 23（2011）年６月制定）第 10 条ならびに第３期スポーツ

基本計画（令和４（2022）年３月／文部科学省）や東京都の「東京都スポーツ推進総合計画」（平成

30（2018）年３月）を踏まえ、市におけるスポーツ推進を図るため、西東京市スポーツ推進審議会

の答申（令和６（2024）年２月）を受け、策定するものです。また、市の上位計画である「第３次

総合計画」（令和６（2024）年３月）や関連計画におけるスポーツ分野についての施策を包括的に体

系化し、より具体化するものとして策定するもので、それぞれの上位計画、関連計画との整合性を

踏まえた計画としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第３期スポーツ 

基本計画 

スポーツ基本法 

【国】 

策定義務 

【東京都】 

東京都スポーツ 

推進総合計画 

 

【西東京市】 

〔市の上位計画〕 
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介護保険事業計画 

〔市の関連計画〕 

 

障害者基本計画 
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ワイワイプラン 

など 
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３ 計画期間 

本計画の計画期間、令和６（2024）年度を初年度とし、令和 15（2033）年度を最終年度とした計

10年間とします。 

 

 令和６

（2024）

年度 

令和７

（2025）

年度 

令和８

（2026）

年度 

令和９

（2027）

年度 

令和 10

（2028）

年度 

令和 11

（2029）

年度 

令和 12

（2030）

年度 

令和 13

（2031）

年度 

令和 14

（2032）

年度 

令和 15

（2033）

年度 

西東京市 

総合計画 
          

西東京市 

スポーツ 

推進計画 

          

 

４ 本計画におけるスポーツ 

本計画は、「スポーツ」を幅広く捉え、自らが身体を動かして行う「する」スポーツだけではな

く、競技を観戦する「みる」スポーツや、監督・コーチなどの指導者、スポーツ大会の審判やスタ

ッフ、プロチームのファンやサポーターとして参加する「ささえる」スポーツなども、スポーツと

して捉えています。 

そして、「スポーツ」を多様な競技種目・レベルや「する」、「みる」、「ささえる」の３つの関わり

方として捉えるだけではなく、階段の昇り降りや、駅までの徒歩の移動、身近な場所・環境での散

歩など、日常生活における身体活動を含むものとしても捉えます。 

このように、「スポーツ」という概念や活動を広く定義づけ、市民のだれもが楽しめるスポーツを

推進していきます。 

また、本計画では障害の有無にかかわらず多様な市民が楽しめるスポーツを「パラスポーツ・イン

クルーシブスポーツ※1」とし、市民一人ひとりの状況に応じて誰もがスポーツに親しむことができ

る環境を充実していきます。 

令和４（2022）年度に実施した「西東京市スポーツに関する市民意識調査」では、野球やテニス

等の競技スポーツだけでなく、ウォーキング・散歩やラジオ体操等のほか、目的地のひとつ手前の

鉄道駅で降車して歩くことやエレベーターを使わず階段移動すること、家事の合間に行う筋力トレ

ーニングなど、自らが意志を持って体を動かすことも「スポーツ」に含めることとして調査を実施

しました。

 

※1 市民意識調査時点で「障害者スポーツ」という表現を用いていたため、一部表現が混在しています。 
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 スポーツをよく行っている人は、生活習慣病の罹患率や死亡率が低いことから、スポー

ツには身体の健康維持に効果があることが認められています。また、スポーツは、メンタ

ルヘルスや生活の質の改善に効果をもたらします。さらに高齢者においては、歩行などの

日常生活の身体活動が寝たきりや死亡を減少させる効果があります。 

 

参考： 厚生労働省『健康日本 21』 

スポーツと健康の関係 コラム 
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第２章 西東京市のスポーツの現状と課題 
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１ 西東京市のスポーツをとりまく社会動向 

（１）国の動向 

国は、スポーツに関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るための基本的な計画として、令和４（2022）年３月に「第

３期スポーツ基本計画」を策定しました。 

同計画では、国民がスポーツを「する」「みる」「ささえる」

ことを実現できる社会を目指すためには、「つくる／はぐく

む」「あつまり、ともに、つながる」「誰もがアクセスできる」

の３つの新たな視点が重要であるとし、東京 2020 オリンピ

ック・パラリンピック競技大会（以下「東京 2020大会」とい

う。）のスポーツ・レガシーの継承・発展に向けた重点的に取

り組むべき施策を示しています。 

また、国は、令和４（2022）年 12月に「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に関す

る総合的なガイドライン」を策定し、「地域の子供たちは、学校を含めた地域で育てる。」という意

識のもとに地域の持続可能で多様な環境を一体的に整備するとしています。 

●第３期スポーツ基本計画で取り扱う「スポーツ」 

 

●東京 2020大会のスポーツ・レガシーの継承・発展に向けた重点施策 

 

（出典：スポーツ庁「第３期スポーツ基本計画」） 
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コラム 

国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）によると、オリンピック・パラリンピックのレ

ガシーとは、オリンピック・パラリンピック大会が開催都市にもたらす有益な影響と

され、スポーツ、社会、環境、都市、経済の５分野のレガシーが挙げられています。 

 総務省によると、ＩＯＣが平成 23（2011）年にオリンピック憲章に「レガシー」を

明記したことをきっかけに、近年開催されるオリンピック・パラリンピックでは毎回

「レガシー」が規定されるようになっています。 

 大会を通じて開催都市にもたらされる有益な影響を社会の遺産として活用するこ

とを狙いとしており、国や東京都はそれぞれレガシー創出に向け取り組んでいます。 

 東京都は、「『未来の東京』戦略ｖｅｒｓｉｏｎ ｕｐ 2023」（令和５（2023）年１

月）において、オリンピック・パラリンピックレガシー戦略を位置づけ、共生社会の

実現に向けた手話言語条例制定を踏まえた取組やボランティアを文化として定着し

都民参加と協働を推進する取組などを都市のレガシーとして発展させ、都民生活を向

上するとしています。 

参考：国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）『オリンピックレガシーブックレット』 

   総務省『情報通信白書 令和２年版』 

   東京都「『未来の東京』戦略ｖｅｒｓｉｏｎ ｕｐ 2023」 

オリンピック・パラリンピックのレガシー 



8 

（２）東京都の動向 

 東京都は、「東京都スポーツ推進計画」と「東京都障害者スポーツ振興計画」を統合した「東京都

スポーツ推進総合計画」を平成 30（2018）年３月に策定しました。 

 同計画では、「スポーツの力で東京の未来を創る」を基本理念に掲げ、３つの政策目標（「スポー

ツを通じた健康長寿の達成」「スポーツを通じた共生社会の実現」「スポーツを通じた地域・経済の

活性化」）を達成するため、「する・みる・支える」の３つの視点から様々な施策に取り組んでいく

としています。 

 

●東京都スポーツ推進総合計画におけるスポーツの範囲 

 

●３つの政策目標と「する・みる・支える」の３つの視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：東京都「東京都スポーツ推進総合計画」）  
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２ 西東京市の現状 

（１）人口 

市の人口は、●●●人（令和６（2024）年１月１日現在）となっています。人口構成は、年少人

口（0～14歳）が●●％、生産年齢人口（15～64歳）が●●％、老年人口（65歳以上）が●●％と

なっています。目標年次の令和 15（2033）年における人口は 204,635 人、人口構成は年少人口が

10.8％、生産年齢人口が 62.6％、老年人口が 26.6％と推計され、少子高齢化を見据えたスポーツ

施策の展開が求められています。 

 

●西東京市の人口の推移 

 

（出典：「西東京市人口推計調査報告書」（令和４（2022）年 11月） 
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（２）西東京市のスポーツ環境 

 市には、公共スポーツ施設が９施設あります。他にも、ふたつの総合型地域スポーツクラブや、

スポーツ機能のある児童センター、高齢者向けのトレーニングマシンを完備した福祉会館などの公

共施設、学校施設の開放、民間スポーツ施設、身近な公園や遊歩道などの多様なスポーツ環境が、

市民のスポーツ実践を支えています。 

 

●西東京市のスポーツ環境 
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（３）西東京市で活動する団体・スポーツクラブ等 

①特定非営利活動法人西東京市体育協会 

 体育・レクリエーションの振興、市民の体力向上と健康増進を図り、スポーツ精神の涵養と生涯

スポーツの実践を通して、豊かな市民生活の実現を目的に、都民大会、市総合体育大会の参加や各

スポーツ大会への役員・選手の派遣等、市と連携し活動しています。また、南町スポーツ・文化交

流センター２階に設置している市民のスポーツ、健康づくりのきっかけづくりをお手伝いするスポ

ーツ相談窓口の運営をしています。 

②西東京市スポーツ推進委員会 

市民へのスポーツの実技指導やスポーツ活動促進のための組織育成を図るなど市民のスポーツ

の推進に関して、スポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 号）第 32 条の規定に基づき委嘱されたス

ポーツ推進委員で構成された当委員会は、スポーツに深い関心と理解を持ち、委員相互の連絡協調

を図りながら、市民のスポーツ推進のための連絡調整、並びに実技指導、その他スポーツに関する

指導・助言を行い、市のスポーツ推進に寄与することを目的に活動しています。 

③総合型地域スポーツクラブ 

「総合型地域スポーツクラブ」とは、地域住民が主体的に運営するスポーツクラブで、「多種目」

「多世代」「多志向」を基本に、多様な趣味、関心、様々な技術レベルを持つ人々が、世代を超えて

集まり、いろいろなスポーツを楽しむことができるクラブです。 

市には、「西東京市総合型地域スポーツクラブ・にしはらスポーツクラブ」と「一般社団法人ココ

スポ東伏見」の２つの総合型地域スポーツクラブが活動しています。 

●市内の総合型地域スポーツクラブ 

名称 設立年 概要 

西東京市総合型地域スポー

ツクラブ・にしはらスポー

ツクラブ 

 

平成 17

（2005）年 

西原総合教育施設（西原町）を拠点とし、会員数は 973人
（令和５（2023）年３月時点）。地域の市民の運営で、子
どもから高齢者まで、様々なスポーツを楽しめるスポー
ツクラブとして、多様なスポーツ教室・プログラムや文化
的な教室・スポーツ選手による講演会なども開催してい
ます。 

一般社団法人 

ココスポ東伏見 

 

平成 23

（2011）年 

東伏見ふれあいプラザ（富士町）を拠点とし、会員数は
357 名（令和５（2023）年３月時点）。スポーツや文化活
動を通じた地域コミュニティの活性化、街の活性化が主
な目的で、指導者は地域の人材を活用し、市内東伏見にキ
ャンパスやグラウンドがある早稲田大学の体育各部やＮ
ＰＯ法人ワセダクラブと協力したイベント・教室なども
開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 写真 
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④ＦＣ東京 

 ＦＣ東京は、東京都を本拠地とするプロサッカークラブで、西東京市を含む６市（小平市、調布

市、府中市、三鷹市、西東京市、小金井市）をホームタウンとしています。 

 令和５年度には、ＦＣ東京に所属する選手と市内の小学生が交流するサッカー教室を実施しまし

た。また、毎年開催される「西東京の日」にはＦＣ東京よりホームゲームに市民が招待され、多く

の市民が試合観戦を楽しみました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤シチズン時計株式会社 

 市のスポーツ推進や地域住民の健康増進に関し積極的に連携、協力し、「健康」応援都市の実現を

目指すため、市に本社を構えるシチズン時計株式会社と「スポーツ推進の連携協力に関する協定」

を令和２（2020）年２月に締結しました。また、市の魅力を幅広く情報発信し、市に関心と愛着を

持ち、かつ、活力や魅力ある“まち”にしていくために、ＰＲ親善大使を設置し、西東京市ＰＲ親

善大使にシチズン時計卓球部を任命しました。 

 シチズン時計卓球部は、市内の中学生を対象に技術指導等をしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 写真 

写真 写真 
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（４）西東京市の主なスポーツイベント 

①西東京市民スポーツまつり 

市では、毎年、スポーツの日に西東京市民スポーツまつりを開催しています。西東京市民スポー

ツまつりは、障害の有無にかかわらず、幼児から高齢者までの誰もがスポーツを楽しむことができ

るイベントとなっています。新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を受け、令和２（2020）

年度と令和３（2021）年度は中止となりましたが、令和４（2022）年度は新型コロナウイルス感染

防止対策を講じ、規模を縮小した形式で、３年ぶりに開催しました。令和５年度は、新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大前の規模で実施予定でしたが、雨のため総合体育館で実施しました。令和

６年度以降も、新型コロナウイルス感染症の感染拡大前の規模で実施できるよう取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②西東京市総合体育大会 

 市では、市民のスポーツ振興及び競技力を向上することを目的とした西東京市総合体育大会を実

施しています。軟式野球やサッカー、テニス、バスケットボールなど様々な種目で、日頃の練習の

成果を市民が競い合います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真 写真 

写真 写真 
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３ 市民のスポーツに対する意識 

西東京市のスポーツ施策を統合的かつ計画的に推進していくとともに、市民の誰もが身近な場所

で、生涯を通じて、スポーツに親しみ、楽しむことのできる地域づくりを目指した西東京市スポー

ツ推進計画を策定するために、令和４（2022）年度に「西東京市スポーツに関する市民意識調査」

を実施しました。 

 なお、今回の調査では、東京 2020大会や新型コロナウイルス感染症の拡大によるスポーツ活動

への影響についても伺いました。 

 

●調査概要 

調査票の種類 実施日 

①市民意識調査 令和４（2022）年 11月 16日（水）～11月 30日（水） 

※11月 24日（木）督促状兼礼状発送 

②児童生徒アンケート調査 小学校  令和４（2022）年 11月 18日（金）～12月２日(金) 

中学校  令和４（2022）年 11月 18日（金）～12月２日(金) 

高等学校 令和４（2022）年 11月 18日（金）～12月９日(金) 

③団体意識調査 令和４（2022）年 11月 16日（水）～11月 30日（水） 

 

●回収状況 

調査対象 対象 回収数 回収率 配布回収の方法 

①一般市民 2,000名 
756件 
（郵送：559件、WEB：197件） 

37.8％ 
郵送配布・郵送回収
及び 
ＷＥＢ回収 

②児童生徒 1,612名 

小学生：460件（490件配付） 
中学生：484件（522件配付） 
高校生：556件（600件配付） 

93.8％ 

92.7％ 

92.6％ 

学校を通じた配布・
回収及び 
郵送配布・郵送回収 

③スポーツ 

施設登録団体 
750団体 

340件 
（郵送：258件、WEB：82件） 

45.3％ 
郵送配布・郵送回収
及び 
ＷＥＢ回収 
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（１）市民のスポーツ実施状況 

①市民のスポーツ実施率 

一般市民のスポーツ実施率（週 1回以上スポーツをしている）は 52.4％となっており、前回調査

（53.2％）と比べて 0.8ポイント減少しています。 

スポーツ実施率を全国（52.4％）や東京都（65.9％）、多摩東部（65.5％）と比べると、全国とは

同水準となっていますが、東京都と多摩東部よりは低い水準となっています。 

 

 

 

②運動やスポーツの目的 

一般市民の運動やスポーツの目的は、“健康目的”（「肥満防止や生活習慣病予防のため」と「健康

維持・体力向上のため」の合計）が 56.9％と前回調査（52.0％）と比べて 4.9ポイント増加してい

ます。一方、「楽しいから、面白いから」は、今回調査が 6.7％となっており、前回調査（12.9％）

と比べて、6.2ポイント減少しています。 

 

 

  

10.7 

10.9

15.6 

16.2

26.1 

26.1

15.1 

16.2

19.6 

10.2 20.3

13.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査（n=756）

前回調査（n=782）

スポーツ実施率【一般市民】

ほぼ

毎日

週に

３～５回

程度

週に

１～２回

程度

月に

１～３回

程度

年に

数回

程度

まったく

しない

（ほとんど

しない）

無回答

「週に１回以上」

52.4%

24.8

20.8

32.1

31.2

12.5

12.5

5.8

6.1

4.9

6.2

6.7

12.9

1.9

0.9

0.1

0.7

0.7

1.3

2.2

1.5

8.2

5.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回調査（n=729）

前回調査（n=673）

運動やスポーツをする目的【一般市民】

肥満防止や生活習慣病予防のため 健康維持・体力の向上のため 運動不足の解消のため

ストレスの解消や気晴らしのため 家族、友人・仲間との交流のため 楽しいから、面白いから

技能や能力を伸ばすため 気力や精神の鍛錬のため 生きがいのため

その他 無回答
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③障害者スポーツの観戦・実施状況 

 一般市民は、「観戦した」（100％から「観戦していない」と「無回答」を除く）が 52.1％となってい

る一方、「観戦していない」は 45.8％となっています。 

 また、障害者スポーツの実施状況は、「行っていない」が 90.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）スポーツへの関心の度合い 

①スポーツへの関心 

一般市民は、「現在、運動やスポーツを行っていない。また、これから先も、するつもりはない」

（無関心層）が 23.5％、「現在、運動やスポーツを行っていない。しかし、６か月以内に始めよう

と思っている」(関心層)が 20.5％となっています。 

東京都の調査と比べると、西東京市の一般市民の無関心層の割合は 14.8 ポイント、関心層の割

合は 13.2ポイント高くなっています。 

 

 

  

23.5

8.7

20.5

7.3

12.8

17.1

3.3

5.8

38.1

46.5

1.7

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

西東京市（n=756）

東京都（n=1,716）

スポーツへの関心・行動の度合い【一般市民】

現在、運動やスポーツを行っていない。

また、これから先も、するつもりはない

現在、運動やスポーツを行っていない。

しかし、６か月以内に始めようと思っている

現在、運動やスポーツを行っている。

しかし、週に１回以上ではない

現在、運動やスポーツを行っている。

しかし、はじめてから６か月未満である

現在、週に１回以上運動やスポーツを行っている。

また、６か月以上継続している

無回答

48.9 

2.9 

1.6 

0.9 

1.3 

45.8 

2.1 

0% 20% 40% 60%

テレビ（再放送を含む）で観戦した

スマートフォン・ＰＣ等

インターネット上で観戦した

会場で直接観戦した

ラジオを聴いた

その他

観戦していない

無回答

障害者スポーツの観戦状況【一般市民】

「観戦した」

52.1％

（n=756）

行った

1.9％

行っていない

90.2％

無回答

7.9％

障害者スポーツの実施状況【一般市民】

（n=756）
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児童生徒では、「現在、運動やスポーツを行っていない。また、これから先も、するつもりはな

い」（無関心層）は小学生が 12.0％、中学生が 18.4％、高校生が 34.2％となっており、世代があが

るにつれて、無関心層の割合が増加しています。 

 

 

 

②スポーツをささえる活動への関心 

 一般市民は、なんらかの形でスポーツをささえる活動に「関心がある」（100％から「無回答」を

除く）は 52.9％となっています。 

 

 

  

12.0

18.4

34.2

7.4

7.2

7.2

13.3

7.9

7.9

5.9

3.5

1.8

60.0

62.2

46.9

1.5

0.8

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生（n=460）

中学生（n=484）

高校生（n=556）

スポーツへの関心・行動の度合い【児童生徒】

現在、運動やスポーツを行っていない。

また、これから先も、するつもりはない

現在、運動やスポーツを行っていない。

しかし、６か月以内に始めようと思っている

現在、運動やスポーツを行っている。

しかし、週に１回以上ではない

現在、運動やスポーツを行っている。

しかし、はじめてから６か月未満である

現在、週に１回以上運動やスポーツを行っている。

また、６か月以上継続している

無回答

22.2

13.4

10.6

8.7

3.8

11.5

47.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

大会や競技会を支える

スポーツボランティア活動

市民向けのスポーツ教室や講座の

運営などを支える活動

障害のある方の大会などでの

ボランティア活動

スポーツ経験を活かした

指導者としての活動

大会やイベント時に審判などとして

競技を支える活動

その他

無回答

スポーツをささえる活動への関心【一般市民】

（n=756）

「関心がある」

52.9％
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（３）市のスポーツ環境 

①運動やスポーツをする場所 

一般市民の運動やスポーツをする場所に

ついてみると、「道路や遊歩道」が 30.9％と

最も多く、次いで「自宅」が 28.7％、「通勤・

買い物などの移動途中」が 28.3％となってい

ます。 

 

 

 

 

 

②西東京市の公共施設の利用有無 

一般市民の西東京市の公共施設の利用状

況についてみると、「スポーツセンター」が

23.7％と最も多く、次いで「総合体育館」が

11.8％、「南町スポーツ・文化交流センター

「きらっと」」が 9.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

③西東京市が重点的に取り組むべきこと 

 スポーツの分野において今後市が重点的

に取り組むべきことについて、一般市民の考

えをみると、「市のスポーツ施設・設備の整

備」が 53.0％と最も多く、次いで「高齢者の

スポーツ活動の推進」が 33.6％、「子どもや

青少年のスポーツ活動の推進」が 27.5％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

  

30.9 

28.7 

28.3 

22.6 

18.9 

15.1 

11.0 

8.0 

1.6 

2.7 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

道路や遊歩道

自宅

通勤・買い物などの移動途中

広場や公園

民間のスポーツ施設

西東京市の公共施設

山・川・海・湖など

近隣市（西東京市以外）の公共施設

職場のスポーツ施設

その他

無回答

スポーツをする場所【一般市民】

（n=729）

23.7 

11.8 

9.3 

6.6 

5.8 

5.3 

4.4 

3.6 

1.6 

1.5 

57.9 

0% 20% 40% 60%

スポーツセンター

総合体育館

南町スポーツ・

文化交流センター「きらっと」

市民公園グラウンド

向台運動場

ひばりが丘運動場「ひばりアム」

芝久保運動場

武道場

健康広場

芝久保第二運動場

無回答

西東京市のスポーツ施設利用状況【一般市民】

（n=729）

53.0 

33.6 

27.5 

26.5 

21.0 

13.4 

12.6 

10.1 

8.7 

8.5 

6.6 

5.3 

3.2 

10.1 

0% 20% 40% 60%

市のスポーツ施設・設備の整備

高齢者のスポーツ活動の推進

子どもや青少年の

スポーツ活動の推進

スポーツ情報の提供

スポーツイベントの開催

地域のスポーツクラブの

活動に関する支援

障害者スポーツの推進

親子でのスポーツ活動の推進

女性のスポーツ活動の推進

地域のスポーツ指導者の育成

地域の企業や大学との交流・連携

市民の競技力の向上に関する支援

その他

無回答

西東京市のスポーツ施設利用状況【一般市民】

（n=756）
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（４）新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響 

 一般市民は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により、スポーツに親しむ時間が「減

少した」（「減少した」と「やや減少した」の合計）が 44.0％となっています。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえたスポーツの活動の満足度をみると、「満足し

ていない」（「満足していない」と「あまり満足していない」の合計）が 50.6％となっています。 

 新型コロナウイルス感染症の流行をきっかけにインターネットやテレビ等のメディアを活用し

たスポーツを行った一般市民は 16.5％となっています。一方、無関心層（「行ったことはないし、

関心もない」）は 30.9％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

満足している

9.2 ％

やや満足している

25.8 ％

あまり満足していない

36.6 ％

満足していない

14.0 ％

無回答

14.4 ％

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた

スポーツの活動の満足度【一般市民】

（n=729）

感染症の流行を

きっかけに行った

16.5 ％

流行する以前から

行っていた

19.8 ％

行ったことはな

いが関心はある

21.0 ％

行ったことはないし

関心もない

30.9 ％

無回答

11.9 ％

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、インターネットやメ

ディアを活用したスポーツの実施状況【一般市民】

（n=729）

増加した

3.4％ やや増加した

7.0％

やや減少した

18.5％

減少した

25.5％

変化なし

34.7％

無回答

10.8％

新型コロナウイルス感染症による

スポーツに親しむ時間の変化【一般市民】

（n=729）
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（５）スポーツを通した人や団体間の連携・交流 

 一般市民は、スポーツ活動の振興が「地域の人々との交流の促進」に貢献すると考える人が 49.5％、

「地域全体の活性化」に貢献すると考える人が 43.8％となっています。 

 スポーツ施設登録団体では、「連携・交流は特に必要ない」が 39.7％となっている一方、「連携・

交流を行いたいと考えているが、できていない」が 22.6％となっています。 

 

 

 

  

52.6 

51.2 

49.5 

43.8 

41.8 

17.1 

13.6 

12.0 

1.1 

7.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

青少年の健全育成

高齢者の生きがいづくり

地域の人々との交流の促進

地域全体の活性化

医療費の削減

共生社会の実現

地域の誇り、一体感などの創出

地域雇用の促進

その他

無回答

スポーツ活動の振興がどのように地域に貢献するか

【一般市民】

（n=756）

普段から他の団体と試

合や練習などを通じて

連携・交流している

10.0％

必要に応じて他の団

体との連携・交流を

行っている

23.2％

連携・交流を行いたいと考

えているが、できていない

22.6％

連携・交流は特

に必要ない

39.7％

無回答

4.4％

市内の他団体との連携や交流の考え方

【スポーツ施設登録団体】

（n=340）
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４ 西東京市のスポーツの課題 

 市のスポーツ環境や市民のスポーツに対する意識、市のスポーツに関する取組などを踏まえ、西

東京市におけるスポーツの課題を以下のように整理します。 

 

（１）市民の関心・行動の度合いに応じた施策の考え方の整理 

 市民意識調査によると、スポーツ実施率は前回調査と比べて若干減少しています。 

スポーツをする目的をみると、健康目的でスポーツをする人の割合は、前回調査と比べて多くな

っており、前計画期間中に流行した新型コロナウイルス感染症の影響もあり、健康意識が高まって

いることがうかがえます。一方、スポーツに無関心な人が約４人に１人となっており、スポーツの

健康に及ぼす効果をより一層周知し、スポーツに関心を持ってもらえるような取組が求められます。 

 

（２）子どものスポーツに関する施策の考え方の整理 

児童生徒アンケート調査によると、世代があがるにつれて無関心層の割合が増加する傾向にあり

ます。子どもの頃からスポーツをすることは、健康増進や協調性を育むなど子どもの成長に重要な

役割を果たすことが期待できるため、子どものスポーツに対する意識を向上する取組が求められま

す。 

 

（３）パラスポーツ・インクルーシブスポーツに関する施策の考え方の整理 

 市民意識調査によると、障害者スポーツを観戦していない人は４割を超えています。また、障害

者スポーツを実施したことがある人はほとんどいない結果となっています。 

共生社会の実現を図るためには、障害者への理解が必要であり、障害の有無にかかわらず、市民

のだれもがスポーツに親しむことができる環境づくりに取り組むことが必要です。 

 

（４）スポーツ環境の整備に対する市の考え方の整理 

 市民意識調査によると、道路や自宅など身近な環境でスポーツをすると回答する人の割合が多く

なっています。一方で、市が重点的に取り組むべきこととして、市のスポーツ施設や設備の整備を

求める割合が高くなっています。市民が身近な環境でスポーツをすることができるよう、スポーツ

施設に限らず、学校施設の地域利用、公民館や市民交流施設といった公共施設や公園等の活用を検

討するとともに、引き続き市のスポーツ施設の計画的な改修・設備更新を行っていくことが必要で

す。 
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（５）みるスポーツ・ささえるスポーツに関する施策の考え方の整理 

 市民意識調査によると、なんらかの形でささえるスポーツに関心がある人は、約５割となってい

ます。みるスポーツやささえるスポーツは、その活動を通して様々な人と交流するきっかけとなる

ことが期待されます。そのため、スポーツを通して人々の交流を促進し、地域コミュニティの醸成

につながる取組が求められます。 

 

（６）関係者間の連携・協働に関する施策の考え方の整理 

 市には、総合型地域スポーツクラブやその他の活動団体、市をホームタウンとするプロスポーツ

チームなどの多くの地域資源があります。スポーツ活動の振興が「地域の人々との交流の促進」す

ると考える人が約５割いる一方で、市内の団体では「連携・交流は特に必要ない」という回答が約

４割、「連携・交流を行いたいと考えているが、できていない」が２割以上となっています。市はそ

れらの団体等と連携・協働するだけでなく、団体同士をつなぎ、地域全体で一丸となってスポーツ

を通したまちづくりに取り組んでいくことが求められます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

  



24 

 

１ 基本理念 

西東京市のスポーツをとりまく環境や現状と課題を踏まえ、本計画の基本理念を以下のように設

定します。 

 

 西東京市は、これまで「スポーツ・レジリエンス・シティ・西東京～スポーツをだれもが・いつ

でも・どこでも・楽しめるまち～」を基本理念に掲げ、市民のだれもが・いつでも・どこでもスポ

ーツを楽しめる環境づくりや、市民それぞれが健康で活動的になり（市民力の向上）、スポーツをき

っかけに地域の様々な人がつながり、地域としての結束力を強める（地域力の向上）施策を推進し

てきました。 

 前計画期間中の令和２（2020）年には、新型コロナウイルス感染症の流行により、人々の生活に

大きな影響を与え、スポーツによる健康づくりへの考え方やスポーツの在り方を見直す契機となり

ました。また令和３（2021）年７月には、新型コロナウイルス感染症により開催が１年延期された

東京 2020大会が開催され、人々のスポーツに対する意識が高まり、「する」スポーツだけではなく、

「みる」スポーツや「ささえる」スポーツといった様々なスポーツへの関わり方により、多様な人

がスポーツに親しむ機運が醸成されました。スポーツには、その活動を通して人々が健康になるの

みにとどまらず、人と人をつなぐことにより人間性が豊かになり、さらに地域を活性化する力があ

ります。そのため、東京 2020 大会のレガシーを引き継ぎ、スポーツの持つ力を活用し、スポーツ

を通したまちづくりに取り組んでいくことが求められます。 

 このような社会情勢の変化を踏まえ、本計画では、市民のみなさんがスポーツを通じて心身とも

に健康で、活気と魅力あふれるまちを実現するため、基本理念のもと様々な施策を推進していきま

す。 

 

  

スポーツを通して生涯健康で心豊かに暮らすことができる、活気と魅力あふれるまち 

基本理念イメージ図 



25 

２ 基本目標 

 基本理念に基づき、本計画の基本目標を以下のように設定します。 

 

（１）ライフステージに応じたスポーツの推進 

スポーツを楽しみたい人や個人の競技力を向上させたい人など、市民のだれもが生涯を通して

「それぞれにとってのスポーツ」（目的・手段を問わない市民それぞれのスポーツに対する思い入

れ）を楽しむための施策を推進していきます。 

また、これまでスポーツと接点のなかった人や、日頃スポーツに関心をもつ機会がない人には、

身体を動かす喜びや楽しさ、スポーツを通して他者と協力・共感する楽しさなどを実感するための

施策を推進していきます。 

 

（２）だれもがスポーツに親しむことができる環境の充実  

市民のだれもが身体を動かす喜びや楽しさ、スポーツを通して他者と協力・共感する楽しさなど

を実感するとともに、安全に、かつ安心してスポーツに親しむことができるよう、施設整備や有効

活用する施策を推進していきます。 

また、コロナ禍を経て変化してきた一人ひとりの生活様式にあわせて、デジタル技術等も活用し

ながら、場所、人材、クラブ、情報などの市民一人ひとりのスポーツを支える環境を充実する施策

を推進します。 

 

（３）スポーツを通した地域コミュニティの醸成 

日常生活との関わりの中で、スポーツの持つ力を活用しスポーツを通して多世代・多様な市民の

交流・地域参画を促進していくことで地域のコミュニティ醸成につながる施策を推進していきます。 

また、地域のスポーツを支える人材や団体等の育成支援にも取り組み、地域における一体感や地

域への誇りを創出していきます。 

 

（４）スポーツを通したまちづくり 

スポーツを通して市民、団体等の連携・協働する場や機会を充実していきます。また、より多く

の市民のスポーツへの関心を喚起したり、スポーツを生涯にわたって楽しむことができるよう、多

様な情報を適切に提供していきます。 

地域においてスポーツの力を活用した取組を推進するとともに東京 2020 大会をはじめとした大

規模なスポーツ大会等のレガシーを継承していくことで、次世代につながるスポーツを通したまち

づくりに取り組んでいきます。 
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３ 計画体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 施策の柱 基本目標 

ス
ポ
ー
ツ
を
通
し
て
生
涯
健
康
で
心
豊
か
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
、
活
気
と
魅
力
あ
ふ
れ
る
ま
ち 

１ ライフステージに

応じたスポーツの

推進 

（１）子どものスポーツ推進 

（２）パラスポーツ・インクルーシブ
スポーツの推進 

３ スポーツを通した

地域コミュニティ

の醸成 

（２）人材・組織の育成 

（２）成人のスポーツ推進 

（３）高齢者のスポーツ推進 

（１）身近な環境の活用 ２ だれもがスポーツ

に親しむことがで

きる環境の充実 

 

（１）人・地域がつながる機会の充実 

（３）地域スポーツの推進 

４ スポーツを通した

まちづくり 

（１）スポーツを通した多様な市民の
地域参加の促進 

（２）スポーツ情報の発信 
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施策 

①子どもがスポーツに親しむ場の充実       ②子どもがスポーツに親しむ機会の充実 

③スポーツに親しむきっかけづくり        ④トップアスリートに触れる機会の推進 

⑤競技力向上につながるスポーツの機会の充実、活動の支援 

①健康づくりにつながるスポーツの推進     ②働き盛り・子育て世代のスポーツ機会の充実 

③スポーツに親しむきっかけづくり【再掲】 

④競技力向上につながるスポーツの機会の充実、活動の支援【再掲】 

①スポーツに親しむきっかけづくり【再掲】   ②スポーツを通じた介護・フレイル予防の推進 

③スポーツを通した地域参加の機会の充実 

①公共スポーツ施設の利用促進  ②身近な空間・場所や学校施設の有効活用 

③近隣自治体、民間事業者等と連携したスポーツの場の充実 

④公共スポーツ施設の計画的な改修・設備更新 

①パラスポーツ・インクルーシブスポーツの支援 

②パラスポーツ・インクルーシブスポーツを支える人材の発掘・育成 

③パラスポーツ・インクルーシブスポーツにおける連携体制の充実 

①若い世代のスポーツを通した地域参加の機会の充実 

②スポーツを通した多世代間の交流の促進 

①スポーツ団体・クラブの支援         ②スポーツ推進委員との連携促進 
③スポーツを支える人の育成・支援 
④パラスポーツ・インクルーシブスポーツを支える人材の発掘・育成【再掲】 
⑤大学・民間の人材との連携促進 

①総合型地域スポーツクラブの活動支援  ②総合型地域スポーツクラブと地域団体との連携促進 

③身近な空間・場所や学校施設の有効活用【再掲】 

①多様なスポーツ機会の提供       ②各種国際大会等に向けた機運の醸成 

③体育協会との連携事業の充実 

①スポーツ関連情報の一元的な管理・提供  ②ＩＣＴを活用したスポーツの推進 

③公共スポーツ施設の利用促進【再掲】  ④スポーツ観戦情報の提供 

⑤スポーツ相談窓口の充実 
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４ 計画の指標 

 

基本 

目標 

施策 

の柱 
指標 

現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

１ （１） 
スポーツに無関心な 

児童・生徒 

小学生：12.0％ 

中学生：18.4％ 

高校生：34.2％ 

小学生：10.0％ 

中学生：15.0％ 

高校生：20.0％ 

  スポーツ実施率 

小学生：81.5％ 

中学生：77.5％ 

高校生：62.9％ 

85.0％ 

 
（２） 

（３） 
スポーツ実施率 

52.4％ 

（市民全体） 
70.0％ 

２ （１） 

運動やスポーツをする場所とし

て公共施設を活用する市民の割

合 

15.1％ 20.0％ 

 （２） 

パラスポーツ・インクルーシブ

スポーツを行ったことがある人

の割合 

1.9％ 10.0％ 

３ （１） 
西東京市民スポーツまつりの参

加人数 
832人※ 5,000人 

 （２） 
スポーツを支える活動に関心が

ある市民の割合 
52.9％ 70.0％ 

 （３） 
総合型地域スポーツクラブへの

参加割合 

一般：3.0％ 

小学生：12.0％ 

中学生：6.4％ 

高校生：0.9％ 

一般：5.0％ 

小学生：15.0％ 

中学生：8.0％ 

高校生：2.0％ 

４ （１） 

スポーツ活動の振興が地域の誇

りや一体感の創出につながると

思う市民の割合 

13.6％ 20.0％ 

 （２） 
スポーツに関する情報のＳＮＳ

での発信数 
19件 50件 

※令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影響で半日開催となっていました。目標値は、新

型コロナウイルス感染症拡大以前の実績値を元に設定しています。 
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第４章 施策 
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基本目標１ ライフステージに応じたスポーツの推進            

施策の柱（１）子どものスポーツ推進 

子どもの頃からスポーツに親しむことは、心身の健康増進やコミュニケーション能力、

協調性を育むなど、子どもの成長に重要な役割を果たします。 

そのため、子どもたちが身近な環境でスポーツを楽しむ場や機会を充実させる施策を推

進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

スポーツに無関心な 

児童・生徒の割合 

小学生：12.0％ 

中学生：18.4％ 

高校生：34.2％ 

小学生：10.0％ 

中学生：15.0％ 

高校生：20.0％ 

スポーツ実施率※ 

小学生：80.4％ 

中学生：76.4％ 

高校生：59.2％ 

85.0％ 

※前回（平成 25年）調査：小学生 83.3％、中学生 81.1％、高校生 63.4％ 

 

■施策 

①子どもがスポーツに親しむ場の充実 

公共施設や公園などに、子どものためのスポーツ指導者の派遣やスポーツに関連するプログラム

の提供などを体系的に行うことにより、子どもがスポーツを楽しめる場を充実します。 

②子どもがスポーツに親しむ機会の充実 

子どものスポーツ機会の充実を目的として、各種教室・大会等を企画・開催します。 

③スポーツに親しむきっかけづくり 

だれもが気軽にスポーツを楽しむことができるよう、親しみやすい初心者向け教室やイベント、

ニュースポーツイベント等を企画・開催します。 

④トップアスリートに触れる機会の推進 

様々な種目のトップアスリートの経験談を聞く機会、スポーツ教室等において実際のパフォーマ

ンスを見る機会等、トップアスリートと直接触れ合う機会を提供します。 

⑤競技力向上につながるスポーツの機会の充実、活動の支援 

スポーツへの意欲が高く、競技力の向上を目指す人の活動を支えるため、市内及び周辺地域の指

導者やクラブの情報提供、活動の支援等に取り組みます。 
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施策の柱（２）成人のスポーツ推進 

スポーツは、健康増進やストレス解消、地域とのつながりをつくる役割を果たします。 

そのため、仕事や育児等によりスポーツをする機会が減ってしまうことの多い働き盛り・

子育て世代が、身近な場所で気軽にスポーツをする機会を創出する施策を推進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

スポーツ実施率 52.4％（市民全体） 70.0％ 

 

■施策 

①健康づくりにつながるスポーツの推進 

成人向けのスポーツを通じた健康増進を図るため、運動健康教室や運動健康相談サービス、体力

テストなどの企画・開催を推進します。 

②働き盛り・子育て世代のスポーツ機会の充実 

スポーツをする時間を確保することが難しい、働き盛り・子育て世代のスポーツ機会を創出する

ため、夜間・休日の各種講座や教室等の充実や、公共スポーツ施設への保育機能を提供します。 

また、子育て世代に向けては、親子・家族でスポーツを実施する機会を充実していきます。 

③スポーツに親しむきっかけづくり【再掲】 

だれもが気軽にスポーツを楽しむことができるよう、親しみやすい初心者向け教室やイベント、

ニュースポーツイベント等を企画・開催します。 

④競技力向上につながるスポーツの機会の充実、活動の支援【再掲】 

スポーツへの意欲が高く、競技力の向上を目指す人の活動を支えるため、市内及び周辺地域の指

導者やクラブの情報提供、活動の支援等に取り組みます。 
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施策の柱（３）高齢者のスポーツ推進 

高齢者にとってのスポーツは、健康維持や介護・フレイル予防、生きがいづくり、地域

参加の推進など、様々な側面で大きな役割を果たします。 

そのため、高齢者のスポーツの機会を一層充実する施策を推進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

スポーツ実施率（再掲） 52.4％（市民全体） 70.0％ 

 

■施策 

①スポーツに親しむきっかけづくり【再掲】 

だれもが気軽にスポーツを楽しむことができるよう、親しみやすい初心者向け教室やイベント、

ニュースポーツイベント等を企画・開催します。 

スポーツの意欲の高い高齢者のスポーツの実施機会の拡充のために、高齢者クラブの活動支援や、

高齢者がメインのスポーツ大会、シニアスポーツを企画・開催します。 

②スポーツを通じた介護・フレイル予防の推進 

スポーツを通じた介護・フレイル予防を推進するため、セミナーの開催、運動・体操プログラム

の提供、高齢者向け体力テスト等の機会の充実やＩＣＴを活用したオンラインボッチャや体操等の

取組を推進していきます。 

③スポーツを通した地域参加の機会の充実 

スポーツを通して、地域での仲間づくりや生きがいづくりを行うことができるよう、ボランティ

ア等の活躍の場や機会を充実するとともに、地域参加の機会を充実していきます。 
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基本目標２ だれもがスポーツに親しむことができる環境の充実       

施策の柱（１）身近な環境の活用 

市民のだれもが日常の暮らしの中でスポーツを行うためには、身近な環境の有効活用と

いう視点が重要です。 

そのため、企業・民間スポーツ施設、学校施設、既存公共施設などの市内のスポーツ環

境を効果的に活用するとともに、新型コロナウイルス感染症により変化した一人ひとりの

生活様式に合わせてデジタル技術を活用することで、市民が身近な環境でスポーツに取り

組める環境づくりを推進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

運動やスポーツをする場所

として公共施設を活用する

市民の割合 

15.1％ 25.0％ 

 

■施策 

①公共スポーツ施設の利用促進 

さまざまな情報媒体を活用して、市内の公共スポーツ施設の情報を全市的に発信するとともに、

魅力的な事業を提供することによって、利用者・利用圏の拡大を図ります。 

 

②身近な空間・場所や学校施設の有効活用 

スポーツ施設以外の公民館や市民交流施設といった公共施設、公園等をスポーツ活動の場として

活用する取組を推進します。 

また、地域住民が生活に身近な場所で自主的にスポーツ活動ができるよう、スポーツを実施する

環境を充実していきます。 

③近隣自治体、民間事業者等と連携したスポーツの場の充実 

多摩北部都市広域行政圏協議会の構成市である小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市と連携し、

公共スポーツ施設の相互利用（屋内体育施設の個人開放に限ります。）の促進を図ります。 

また、市内の民間事業者等が保有するスポーツ関連施設におけるスポーツ教室等の開催について

も、共同開催等の調整を行い、市民のスポーツの場を充実していきます。 

④公共スポーツ施設の計画的な改修・設備更新 

老朽化が進んでいる市内の公共スポーツ施設を計画的に改修・設備更新を行い、市民が利用しや

すいスポーツ環境の整備に取り組みます。 
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施策の柱（２）パラスポーツ・インクルーシブスポーツの推進 

共生社会の実現のためには、障害の有無にかかわらず多様な市民がスポーツを楽しむこ

とができる場や機会を充実することが重要です。 

そのため、障害者が積極的にスポーツに参加できる環境を整えるとともに、障害のない

人のパラスポーツ・インクルーシブスポーツへの理解を促進することで施策を推進してい

きます。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

パラスポーツ・インクルー

シブスポーツを行ったこと

がある人の割合 

1.9％ 10.0％ 

 

■施策 

①パラスポーツ・インクルーシブスポーツの支援 

障害者のスポーツ機会の充実を図るため、公共スポーツ施設や総合型地域スポーツクラブにおけ

るパラスポーツ・インクルーシブスポーツの取組を推進するとともに、障害の有無に関わらず市民

だれもがともにスポーツを行うことができる場や機会を創出します。 

②パラスポーツ・インクルーシブスポーツを支える人材の発掘・育成 

障害者がスポーツを行うきっかけづくりや継続する取組を支えるため、パラスポーツ・インクル

ーシブスポーツの指導者や当事者を支援する人、事業の運営を支援するボランティアスタッフなど、

支える人材の発掘・育成を推進します。 

③パラスポーツ・インクルーシブスポーツにおける連携体制の充実 

障害者の定期的・継続的なスポーツ機会を創出するため、東京都障害者スポーツ協会や多摩北部

広域行政圏協議会などと連携して、パラスポーツ・インクルーシブスポーツの指導者やボランティ

アの市内スポーツ施設への派遣や新規プログラムの開催、指導者同士の交流の機会の創出を促進し

ます。 
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基本目標３ スポーツを通した地域コミュニティの醸成           

施策の柱（１）人・地域がつながる機会の充実 

スポーツには、その活動を通して他者と協力・共感する楽しさなどを実感でき、人や地

域とのつながりを創出する力があります。 

スポーツが持つ力を活かし、市民参加型のプログラムやイベントにより、人や地域とつ

ながる機会を充実します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

西東京市民スポーツまつり

の参加人数 
832人（※１） 5,000人（※２） 

※１ 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、規模を縮小し午前中のみ開催しました。 
※２ 参考：平成 29 年度 6,996 人、平成 30 年度 4,518 人、令和元年度 1,416 人、 
      令和２、３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止しました。 

 

■施策 

①若い世代のスポーツを通した地域参加の機会の充実 

スポーツを通して、若い世代の地域活動等への関心を喚起するとともに、ボランティア等の活躍

の場や機会を充実するとともに、地域参加の機会を充実していきます。 

②スポーツを通した多世代間の交流の促進 

性別、体力レベルに関係なく、多世代の市民が参加し、スポーツを通して交流を図ることができ

る各種教室・大会・イベント等を企画・開催します。 
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施策の柱（２）人材・組織の育成 

スポーツを通した地域コミュニティを醸成するためには、スポーツの指導者やボランテ

ィアなどのスポーツ活動を支える人材が不可欠です。 

そのため、市民や団体のスポーツ活動を支える人材・組織の発掘・育成、活躍の場や機

会を充実する施策を推進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

スポーツを支える活動に 

関心がある市民の割合 
52.9％ 70.0％ 

 

■施策 

①スポーツ団体・クラブの支援 

地域のスポーツ団体・クラブの一層の活性化を図るため、特定非営利活動法人 西東京市体育協

会等との連携を充実し、活動の場や機会の充実、体制の強化等を支援します。 

 

②スポーツ推進委員との連携促進 

 市民へのスポーツの実技指導やスポーツ活動促進のための組織育成を図るなど市民のスポーツ

の推進に関して、スポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 号）第 32 条の規定に基づき委嘱されたス

ポーツ推進委員の人材育成・支援を推進します。 

③スポーツを支える人の育成・支援 

各種スポーツ大会、イベントでのスポーツボランティアや団体等におけるスポーツの指導者やボ

ランティアの育成・支援の取組を推進します。 

④パラスポーツ・インクルーシブスポーツを支える人材の発掘・育成【再掲】 

障害者がスポーツを行うきっかけづくりや継続する取組を支えるため、パラスポーツ・インクル

ーシブスポーツの指導者や当事者を支援する人、事業の運営を支援するボランティアスタッフなど、

支える人材の発掘・育成を推進します。 

⑤大学・民間の人材との連携促進 

スポーツを支える人材の指導力向上等につながる環境の充実を図るために市内大学、企業、民間

のスポーツクラブ等との連携を強化します。 
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施策の柱（３）地域スポーツの推進 

市内には、にしはらスポーツクラブとココスポ東伏見のふたつの総合型地域スポーツク

ラブがあり、多世代・多種目・多志向という特徴を持ち、地域住民により自主的・主体的

に運営されています。 

今後も、市民が生涯にわたって継続的にスポーツを行い、世代を超えて交流できる場と

しての役割を担っていくためにクラブの認知度のさらなる向上と参加の促進、運営スタッ

フの育成、スポーツ団体・クラブとの連携促進、学校施設等の既存公共施設の有効活用等

により、総合型地域スポーツクラブの活動を支援する施策を推進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

総合型地域スポーツクラブ

への参加割合 

一 般：3.0％ 

小学生：12.0％ 

中学生：6.4％ 

高校生：0.9％ 

一 般：5.0％ 

小学生：15.0％ 

中学生：8.0％ 

高校生：2.0％ 

 

■施策 

①総合型地域スポーツクラブの活動支援 

総合型地域スポーツクラブの地域での認知度向上や市民の総合型スポーツクラブへの参加拡大

を促進するため、市報やホームページでの情報提供や各種教室等の開催支援に取り組みます。 

②総合型地域スポーツクラブと地域団体との連携促進 

総合型地域スポーツクラブと地域団体との合同練習会、合同イベントなどの開催支援や指導者同

士の交流の機会の拡充支援に取り組みます。 

③身近な空間・場所や学校施設の有効活用【再掲】 

スポーツ施設以外の公民館や市民交流施設といった公共施設、公園等をスポーツ活動の場として

活用する取組を推進します。 

また、地域住民が生活に身近な場所で自主的にスポーツ活動ができるよう、スポーツを実施する

環境を充実していきます。 
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基本目標４ スポーツを通したまちづくり                 

施策の柱（１）スポーツを通した多様な市民の地域参加の促進 

スポーツを通した地域や人とのつながりは、スポーツによる活き活きとした暮らしの実

現やまちの活性化につながると考えられます。 

市民のだれもが健康に過ごすにぎやかなまちを目指し、スポーツが持つ人をつなぐ力を

活用しながら多様な市民の地域参加を促進します。 

 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

スポーツ活動の振興が地域

の誇りや一体感の創出につ

ながると思う市民の割合 

13.6％ 20.0％ 

 

■施策 

①多様なスポーツ機会の提供 

市と大学・民間事業者と連携し、健康増進や介護・フレイル予防、シーズンスポーツ、各種スポ

ーツ教室など、だれもがスポーツを楽しむことができるスポーツ機会を提供し、参加を促進します。 

②各種国際大会等に向けた機運の醸成 

東京 2020 大会のレガシーを継承するとともに、今後開催が予定される各種国際大会の機運醸成

の取組を推進します。 

③体育協会との連携事業の充実 

 西東京市総合体育大会や市民スポーツまつりなど既存のスポーツイベントの充実に取り組みま

す。 
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施策の柱（２）スポーツ情報の発信 

市民がスポーツに関心を持ち取り組み始めるきっかけづくりやスポーツ活動の継続を支

援するため、ＳＮＳを活用し、市のスポーツ事業や市にゆかりのある選手の活躍情報を発

信します。 

指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和 15年度） 

スポーツに関する情報の 

ＳＮＳでの発信数 
19件 50件 

■施策 

①スポーツ関連情報の一元的な管理・提供 

分散しているスポーツ関連情報の一元的な管理・提供の方策を検討します。 

②ＩＣＴを活用したスポーツの推進 

ＩＣＴを活用し、スポーツへの関心喚起、行動変容につながる取組を推進していきます。 

また、多様な主体との連携によるスポーツ・健康関連のデータの蓄積及び分析を行い、市のスポ

ーツ施策などの検討に活用、市民へのフィードバックの仕組みづくりを検討します。 

③公共スポーツ施設の利用促進【再掲】 

さまざまな情報媒体を通じて、市内の公共スポーツ施設の情報を全市的に発信するとともに、魅

力的な事業を提供することによって、利用者・利用圏の拡大を図ります。 

④スポーツ観戦情報の提供 

トップアスリートが参加する競技大会だけではなく、市内で開催されるスポーツ大会や市内の学

校、スポーツクラブなどが出場する大会の情報提供を推進します。 

また、トップアスリートのパフォーマンスを実感したり、楽しんだりするために、市内外でのプ

ロスポーツ観戦ツアーの企画を検討します。あわせて、各スポーツの観戦の楽しみ方のアドバイス

の提供なども検討していきます。 

⑤スポーツ相談窓口の充実 

スポーツやスポーツを通じた健康づくりや介護・フレイル予防、活動場所などに関する市民の

様々な相談に対応するため、相談窓口機能の充実や各関係機関の連携強化を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民のみなさんのスポーツ・運動、健康づくりのきっかけをお手伝いする「スポーツ相

談窓口」を令和４（2022）年 10月から、南町スポーツ・文化交流センター「きらっと」の

２階に開設しました。 

スポーツ相談窓口は、体力向上・健康増進イベント・教室情報の提供や仲間づくり・生

きがいづくりスポーツ団体やサークルの紹介、活動場所の紹介、人材の登録・紹介、スポ

ーツに関する体の悩み等に関する相談を受け付けており、年齢や障害の有無に関わらず、

どなたでもご利用いただけます。また、ＬＩＮＥでの相談も受け付けています。 

スポーツ相談窓口 コラム 
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第５章 計画推進のための方策 
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１ 各主体の役割 

 計画の推進に向けて、市民、スポーツクラブ・団体、民間事業者、地域活動団体などが、協力・

携を行い、それぞれが主体的にスポーツ推進に取り組むことで、スポーツにより市民が心身ともに

健康で暮らすことができる活気と魅力あふれるまちづくりを目指します。そのためには、各主体に

以下のような役割が期待されます。 

 

（１）市民 

 それぞれのライフステージやライフスタイルに応じて、スポーツを楽しみ、日々の暮らしを充実

させることが期待されます。また、スポーツを通した人や地域とのつながりを大事にし、スポーツ

を通じた地域活性化に貢献することが期待されます。 

 

（２）スポーツクラブ・団体 

 市や体育協会、地域活動団体、民間事業者などと連携しながら、市民のスポーツへの参加の機会

の拡充、市民の多様なスポーツニーズへの対応、スポーツの楽しさ、魅力の発信を行うことが期待

されます。 

 

（３）民間事業者 

 指定管理者制度を活用し、公共スポーツ施設の管理・運営について、民間事業者の専門性を活か

した市民の多様なスポーツニーズへの対応や、市と連携した市民のスポーツニーズや実態の把握を

行うことが期待されます。 

 

（４）地域活動団体 

 市民に身近な存在として、活動の中にスポーツを積極的に取り入れることによる団体内や地域の

交流の促進、地域におけるスポーツ指導者・ボランティア人材の発掘などが期待されます。 

 

（５）市 

 市民それぞれにとって楽しいスポーツを実現できるスポーツ環境づくりに努めることが期待さ

れます。また、スポーツが、市民や地域社会にとって身近な存在となり、気軽に取り組めるよう、

スポーツに関連する庁内各課と連携し、市民の活き活きとした暮らしの実現を目指した取組が期待

されます。 
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２ 計画の評価と進捗管理 

 本計画では、計画（ＰＬＡＮ）、実行（ＤＯ）、評価（ＣＨＥＣＫ）、改善（ＡＣＴＩＯＮ）のＰＤ

ＣＡサイクルで計画を推進し、計画の目標を達成するために、実行に対する適切な評価とそれぞれ

に伴う改善を行っていきます。その際は、スポーツ推進審議会及び庁内における関係部署が、定期

的な進行管理と実施状況の評価、見直しの役割を担います。具体的には、計画に掲げている各施策

事業及び数値目標などについて、時代情勢やスポーツを取り巻く環境なども考慮しながら、必要に

応じて数値及び計画の見直しを行います。 

 また、スポーツ推進は幅広い行政分野にまたがるため、庁内においても、複数部署間で情報の共

有を促進していきます。 

 

●ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

PLAN 

DO 

CHECK 

ACTION 

【実行】 

各施策の推進、事業の実施 

【評価】 

評価と改善の方向性の検討 

【改善】 

必要に応じ、施策や事業、 

数値目標の見直し 

【計画】 

計画の策定 
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資料編 
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１ スポーツ推進計画策定の経緯 

 本計画は、スポーツ推進審議会で議論を行い、策定作業を進めました。また、令和５年●月から

令和●年●月のパブリックコメントを通じて得た市民の皆さまからのご意見・ご提案を反映してい

ます。以下は、計画策定における経緯の概要です。 

 

（１）スポーツ推進審議会での検討経過 

令和４年度 

 開催日 概要 

   

   

   

   

   

 

令和５年度 

 開催日 概要 

   

   

   

   

   

 

（２）パブリックコメント 

 令和５年●月●日（●）～令和●年●月●日（●） 
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２ スポーツ推進計画策定の体制 

（１）西東京市スポーツ推進審議会 

①西東京市スポーツ推進審議会委員名簿 

 

任期 令和 年 月 日～令和 年 月 日 

区分 推薦団体 氏名 

   

   

   

   

   

   

 

 

任期 令和 年 月 日～令和 年 月 日 

区分 推薦団体 氏名 

   

   

   

   

   

   

 

※◎印は会長、〇印は職務代理を示します。  
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②西東京市スポーツ推進審議会条例 

平成13年６月29日条例第202号 

改正 

平成19年６月25日条例第50号 

平成21年12月24日条例第49号 

平成23年９月22日条例第23号 

（設置） 

第１条 西東京市におけるスポーツの推進を図るため、スポーツ基本法（平成23年法律第78号。

以下「法」という。）第31条の規定により、西東京市スポーツ推進審議会（以下「審議会」

という。）を置く。 

 

（所掌事項） 

第２条 審議会は、法第35条に規定するもののほか、市長の諮問に応じ、スポーツの推進に関

する重要事項について調査審議し、及びこれらの事項について市長に建議する。 

 

（組織） 

第３条 審議会は、10人以内の委員をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が任命し、又は委嘱する。 

(１) 社会体育の関係者 

(２) 学校体育の関係者 

(３) 前２号に掲げる者以外のスポーツに関する学識経験者 

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、

再任を妨げない。 

 

（会長） 

第５条 審議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選によりこれを定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職

務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 審議会は、会長が招集する。 

２ 会長は、委員の半数以上が出席しなければ審議会を開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。 
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（部会） 

第７条 審議会に、特定の事項を調査及び検討させるために、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長の指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、部会長は会長が指名する委員をもって充てる。 

４ 部会長は、部務を掌理し、部会の経過及び結果を審議会に報告する。 

 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は、生活文化スポーツ部スポーツ振興課において処理する。 

 

（委任） 

第９条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成13年７月１日から施行する。 

附 則（平成14年３月29日条例第14号） 

この条例は、平成14年４月１日から施行する。 

附 則（平成19年６月25日条例第50号） 

この条例は、平成19年７月１日から施行する。 

附 則（平成21年12月24日条例第49号） 

この条例は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年９月22日条例第23号） 

 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の西東京市スポーツ振興審議会条例（以下

「旧条例」という。）の規定による西東京市スポーツ振興審議会の委員である者は、この条

例による改正後の西東京市スポーツ推進審議会条例の規定による西東京市スポーツ推進審

議会の委員になるものとし、その任期は、旧条例の規定による西東京市スポーツ振興審議会

の委員の残任期間とする。 
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③西東京市スポーツ推進審議会規則 

 

平成22年３月31日規則第25号 

改正 

平成23年９月22日規則第45号 

（趣旨） 

第１条 西東京市スポーツ推進審議会条例（平成13年西東京市条例第202号。以下「条例」とい

う。）に定めるもののほか、西東京市スポーツ推進審議会（以下「審議会」という。）に関

し、必要な事項はこの規則に定めるところによる。 

 

（任務） 

第２条 条例第２条に規定するスポーツの推進に関する重要事項とは、おおむね次に掲げると

おりとする。 

(１) スポーツの施設及び設備の整備に関すること。 

(２) スポーツの指導者の養成及びその資質の向上に関すること。 

(３) スポーツ事業の実施及び奨励に関すること。 

(４) スポーツ関係団体の育成に関すること。 

(５) スポーツの技術水準の向上に関すること。 

(６) 前各号に掲げるもののほか、スポーツの推進のため市長が必要と認める事項に関する

こと。 

 

（会議の招集方法） 

第３条 審議会の会議（以下「会議」という。）の招集は、会議の開催の日時、場所及び会議

に付議する事項をあらかじめ各委員に通知して行う。 

 

（その他） 

第４条 この規則に定めるもののほか、会議に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成23年９月22日規則第45号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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３ 西東京市の公共スポーツ関連施設 

●西東京市のスポーツ施設 

 施設名 住所 

１ スポーツセンター 西東京市中町一丁目５番１号 

２ 総合体育館 西東京市向台町五丁目４番 20号 

３ 
南町スポーツ・文化 

交流センター「きらっと」 
西東京市南町五丁目６番５号 

４ 武道場 西東京市東町二丁目４番 13号 

５ 向台運動場 西東京市向台町五丁目４番 

６ 市民公園グラウンド 西東京市向台町五丁目４番 

７ 芝久保運動場 西東京市芝久保町一丁目 18番 

８ 
ひばりが丘総合運動場 

ひばりアム 
西東京市ひばりが丘三丁目１番 

９ 健康広場 西東京市栄町一丁目 12番 
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●西東京市の公立小学校 

 名称 所在地 

１ 田無小学校 田無町四丁目５番 21号 

２ 保谷小学校  保谷町一丁目３番 35号 

３ 保谷第一小学校 下保谷一丁目４番４号 

４ 保谷第二小学校 柳沢四丁目２番 11号 

５ 谷戸小学校 緑町三丁目１番１号 

６ 東伏見小学校 東伏見六丁目１番 28号 

７ 中原小学校 ひばりが丘二丁目６番 25号 

８ 向台小学校 向台町二丁目１番１号 

９ 碧山小学校 中町五丁目 11番４号 

１０ 芝久保小学校 芝久保町三丁目７番１号 

１１ 栄小学校 栄町二丁目 10番９号 

１２ 谷戸第二小学校 谷戸町一丁目 17番 27号 

１３ 東小学校 東町六丁目２番 33号 

１４ 柳沢小学校 南町二丁目 12番 37号 

１５ 上向台小学校 向台町六丁目７番 28号 

１６ 本町小学校 保谷町一丁目 14番 23号 

１７ 住吉小学校 住吉町五丁目２番１号 

１８ けやき小学校 芝久保町五丁目７番１号 

 

●西東京市の公立中学校 

 名称 所在地 

１ 田無第一中学校 南町六丁目９番 37号 

２ 保谷中学校 保谷町一丁目 17番 4号 

３ 田無第二中学校 北原町二丁目９番１号 

４ ひばりが丘中学校 ひばりが丘三丁目２番 42号 

５ 田無第三中学校 西原町三丁目４番１号 

６ 青嵐中学校 北町二丁目 13番 17号 

７ 柳沢中学校 柳沢三丁目８番 22号 

８ 田無第四中学校 向台町二丁目 14番９号 

９ 明保中学校 東町一丁目１番 24号 

 

●西東京市の公立高等学校 

 名称 所在地 

１ 田無工科高等学校 向台町一丁目９番１号 

２ 田無高等学校 向台町五丁目４番 34号 

３ 保谷高等学校 住吉町五丁目８番 23号 

４ 田無特別支援学校 南町五丁目 15番５号 
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４ スポーツ基本法 

平成 23年法律第 78号 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条―第八条） 

第二章 スポーツ基本計画等（第九条・第十条） 

第三章 基本的施策 

第一節 スポーツの推進のための基礎的条件の整備等（第十一条―第二十条） 

第二節 多様なスポーツの機会の確保のための環境の整備（第二十一条―第二十四条） 

第三節 競技水準の向上等（第二十五条―第二十九条） 

第四章 スポーツの推進に係る体制の整備（第三十条―第三十二条） 

第五章 国の補助等（第三十三条―第三十五条） 

附則 

 

スポーツは、世界共通の人類の文化である。 

スポーツは、心身の健全な発達、健康及び体力の保持増進、精神的な充足感の獲得、自律心その

他の精神の涵(かん)養等のために個人又は集団で行われる運動競技その他の身体活動であり、今日、

国民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む上で不可欠のものとなっている。スポー

ツを通じて幸福で豊かな生活を営むことは、全ての人々の権利であり、全ての国民がその自発性の

下に、各々の関心、適性等に応じて、安全かつ公正な環境の下で日常的にスポーツに親しみ、スポ

ーツを楽しみ、又はスポーツを支える活動に参画することのできる機会が確保されなければならな

い。 

スポーツは、次代を担う青少年の体力を向上させるとともに、他者を尊重しこれと協同する精神、

公正さと規律を尊ぶ態度や克己心を培い、実践的な思考力や判断力を育む等人格の形成に大きな影

響を及ぼすものである。 

また、スポーツは、人と人との交流及び地域と地域との交流を促進し、地域の一体感や活力を醸

成するものであり、人間関係の希薄化等の問題を抱える地域社会の再生に寄与するものである。さ

らに、スポーツは、心身の健康の保持増進にも重要な役割を果たすものであり、健康で活力に満ち

た長寿社会の実現に不可欠である。 

スポーツ選手の不断の努力は、人間の可能性の極限を追求する有意義な営みであり、こうした努

力に基づく国際競技大会における日本人選手の活躍は、国民に誇りと喜び、夢と感動を与え、国民

のスポーツへの関心を高めるものである。これらを通じて、スポーツは、我が国社会に活力を生み

出し、国民経済の発展に広く寄与するものである。また、スポーツの国際的な交流や貢献が、国際

相互理解を促進し、国際平和に大きく貢献するなど、スポーツは、我が国の国際的地位の向上にも

極めて重要な役割を果たすものである。 

そして、地域におけるスポーツを推進する中から優れたスポーツ選手が育まれ、そのスポーツ選

手が地域におけるスポーツの推進に寄与することは、スポーツに係る多様な主体の連携と協働によ

る我が国のスポーツの発展を支える好循環をもたらすものである。 

このような国民生活における多面にわたるスポーツの果たす役割の重要性に鑑み、スポーツ立国
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を実現することは、二十一世紀の我が国の発展のために不可欠な重要課題である。 

ここに、スポーツ立国の実現を目指し、国家戦略として、スポーツに関する施策を総合的かつ計

画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、スポーツに関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務並びに

スポーツ団体の努力等を明らかにするとともに、スポーツに関する施策の基本となる事項を定め

ることにより、スポーツに関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民の心身の健全な

発達、明るく豊かな国民生活の形成、活力ある社会の実現及び国際社会の調和ある発展に寄与す

ることを目的とする。 

 

（基本理念） 

第二条 スポーツは、これを通じて幸福で豊かな生活を営むことが人々の権利であることに鑑み、

国民が生涯にわたりあらゆる機会とあらゆる場所において、自主的かつ自律的にその適性及び健

康状態に応じて行うことができるようにすることを旨として、推進されなければならない。 

２ スポーツは、とりわけ心身の成長の過程にある青少年のスポーツが、体力を向上させ、公正さ

と規律を尊ぶ態度や克己心を培う等人格の形成に大きな影響を及ぼすものであり、国民の生涯に

わたる健全な心と身体を培い、豊かな人間性を育む基礎となるものであるとの認識の下に、学校、

スポーツ団体（スポーツの振興のための事業を行うことを主たる目的とする団体をいう。以下同

じ。）、家庭及び地域における活動の相互の連携を図りながら推進されなければならない。 

３ スポーツは、人々がその居住する地域において、主体的に協働することにより身近に親しむこ

とができるようにするとともに、これを通じて、当該地域における全ての世代の人々の交流が促

進され、かつ、地域間の交流の基盤が形成されるものとなるよう推進されなければならない。 

４ スポーツは、スポーツを行う者の心身の健康の保持増進及び安全の確保が図られるよう推進さ

れなければならない。 

５ スポーツは、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種類及び

程度に応じ必要な配慮をしつつ推進されなければならない。 

６ スポーツは、我が国のスポーツ選手（プロスポーツの選手を含む。以下同じ。）が国際競技大会

（オリンピック競技大会、パラリンピック競技大会その他の国際的な規模のスポーツの競技会を

いう。以下同じ。）又は全国的な規模のスポーツの競技会において優秀な成績を収めることがで

きるよう、スポーツに関する競技水準（以下「競技水準」という。）の向上に資する諸施策相互の

有機的な連携を図りつつ、効果的に推進されなければならない。 

７ スポーツは、スポーツに係る国際的な交流及び貢献を推進することにより、国際相互理解の増

進及び国際平和に寄与するものとなるよう推進されなければならない。 

８ スポーツは、スポーツを行う者に対し、不当に差別的取扱いをせず、また、スポーツに関する

あらゆる活動を公正かつ適切に実施することを旨として、ドーピングの防止の重要性に対する国

民の認識を深めるなど、スポーツに対する国民の幅広い理解及び支援が得られるよう推進されな

ければならない。 
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（国の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、スポーツに関する施策を

総合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（地方公共団体の責務） 

第四条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、スポーツに関する施策に関し、国との連携を図り

つつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

 

（スポーツ団体の努力） 

第五条 スポーツ団体は、スポーツの普及及び競技水準の向上に果たすべき重要な役割に鑑み、基

本理念にのっとり、スポーツを行う者の権利利益の保護、心身の健康の保持増進及び安全の確保

に配慮しつつ、スポーツの推進に主体的に取り組むよう努めるものとする。 

２ スポーツ団体は、スポーツの振興のための事業を適正に行うため、その運営の透明性の確保を

図るとともに、その事業活動に関し自らが遵守すべき基準を作成するよう努めるものとする。 

３ スポーツ団体は、スポーツに関する紛争について、迅速かつ適正な解決に努めるものとする。 

 

（国民の参加及び支援の促進） 

第六条 国、地方公共団体及びスポーツ団体は、国民が健やかで明るく豊かな生活を享受すること

ができるよう、スポーツに対する国民の関心と理解を深め、スポーツへの国民の参加及び支援を

促進するよう努めなければならない。 

 

（関係者相互の連携及び協働） 

第七条 国、独立行政法人、地方公共団体、学校、スポーツ団体及び民間事業者その他の関係者は、

基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協働するよう努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第八条 政府は、スポーツに関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上の措置そ

の他の措置を講じなければならない。 

 

第二章 スポーツ基本計画等 

 

（スポーツ基本計画） 

第九条 文部科学大臣は、スポーツに関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、スポーツ

の推進に関する基本的な計画（以下「スポーツ基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

審議会等（国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）第八条に規定する機関をいう。以下

同じ。）で政令で定めるものの意見を聴かなければならない。 

３ 文部科学大臣は、スポーツ基本計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、

関係行政機関の施策に係る事項について、第三十条に規定するスポーツ推進会議において連絡調
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整を図るものとする。 

 

（地方スポーツ推進計画） 

第十条 都道府県及び市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会（地方教育行政の組織及び

運営に関する法律（昭和三十一年法律第百六十二号）第二十三条第一項の条例の定めるところに

よりその長がスポーツに関する事務（学校における体育に関する事務を除く。）を管理し、及び執

行することとされた地方公共団体（以下「特定地方公共団体」という。）にあっては、その長）は、

スポーツ基本計画を参酌して、その地方の実情に即したスポーツの推進に関する計画（以下「地

方スポーツ推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 特定地方公共団体の長が地方スポーツ推進計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、

あらかじめ、当該特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければならない。 

 

第三章 基本的施策 

 

第一節 スポーツの推進のための基礎的条件の整備等 

 

（指導者等の養成等） 

第十一条 国及び地方公共団体は、スポーツの指導者その他スポーツの推進に寄与する人材（以下

「指導者等」という。）の養成及び資質の向上並びにその活用のため、系統的な養成システムの開

発又は利用への支援、研究集会又は講習会（以下「研究集会等」という。）の開催その他の必要な

施策を講ずるよう努めなければならない。 

（スポーツ施設の整備等） 

第十二条 国及び地方公共団体は、国民が身近にスポーツに親しむことができるようにするととも

に、競技水準の向上を図ることができるよう、スポーツ施設（スポーツの設備を含む。以下同じ。）

の整備、利用者の需要に応じたスポーツ施設の運用の改善、スポーツ施設への指導者等の配置そ

の他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

２ 前項の規定によりスポーツ施設を整備するに当たっては、当該スポーツ施設の利用の実態等に

応じて、安全の確保を図るとともに、障害者等の利便性の向上を図るよう努めるものとする。 

 

（学校施設の利用） 

第十三条 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第二条第二項に規定する国立学校及び公立

学校並びに国（国立大学法人法（平成十五年法律第百十二号）第二条第一項に規定する国立大学

法人を含む。）及び地方公共団体（地方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第六十八条

第一項に規定する公立大学法人を含む。）が設置する幼保連携型認定こども園（就学前の子ども

に関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条

第七項に規定する幼保連携型認定こども園をいう。）の設置者は、その設置する学校の教育に支

障のない限り、当該学校のスポーツ施設を一般のスポーツのための利用に供するよう努めなけれ

ばならない。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の利用を容易にさせるため、又はその利用上の利便性の向上を図

るため、当該学校のスポーツ施設の改修、照明施設の設置その他の必要な施策を講ずるよう努め
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なければならない。 

 

（スポーツ事故の防止等） 

第十四条 国及び地方公共団体は、スポーツ事故その他スポーツによって生じる外傷、障害等の防

止及びこれらの軽減に資するため、指導者等の研修、スポーツ施設の整備、スポーツにおける心

身の健康の保持増進及び安全の確保に関する知識（スポーツ用具の適切な使用に係る知識を含

む。）の普及その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（スポーツに関する紛争の迅速かつ適正な解決） 

第十五条 国は、スポーツに関する紛争の仲裁又は調停の中立性及び公正性が確保され、スポーツ

を行う者の権利利益の保護が図られるよう、スポーツに関する紛争の仲裁又は調停を行う機関へ

の支援、仲裁人等の資質の向上、紛争解決手続についてのスポーツ団体の理解の増進その他のス

ポーツに関する紛争の迅速かつ適正な解決に資するために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（スポーツに関する科学的研究の推進等） 

第十六条 国は、医学、歯学、生理学、心理学、力学等のスポーツに関する諸科学を総合して実際

的及び基礎的な研究を推進し、これらの研究の成果を活用してスポーツに関する施策の効果的な

推進を図るものとする。この場合において、研究体制の整備、国、独立行政法人、大学、スポー

ツ団体、民間事業者等の間の連携の強化その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、我が国のスポーツの推進を図るため、スポーツの実施状況並びに競技水準の向上を図る

ための調査研究の成果及び取組の状況に関する情報その他のスポーツに関する国の内外の情報

の収集、整理及び活用について必要な施策を講ずるものとする。 

 

（学校における体育の充実） 

第十七条 国及び地方公共団体は、学校における体育が青少年の心身の健全な発達に資するもので

あり、かつ、スポーツに関する技能及び生涯にわたってスポーツに親しむ態度を養う上で重要な

役割を果たすものであることに鑑み、体育に関する指導の充実、体育館、運動場、水泳プール、

武道場その他のスポーツ施設の整備、体育に関する教員の資質の向上、地域におけるスポーツの

指導者等の活用その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

 

（スポーツ産業の事業者との連携等） 

第十八条 国は、スポーツの普及又は競技水準の向上を図る上でスポーツ産業の事業者が果たす役

割の重要性に鑑み、スポーツ団体とスポーツ産業の事業者との連携及び協力の促進その他の必要

な施策を講ずるものとする。 

 

（スポーツに係る国際的な交流及び貢献の推進） 

第十九条 国及び地方公共団体は、スポーツ選手及び指導者等の派遣及び招へい、スポーツに関す

る国際団体への人材の派遣、国際競技大会及び国際的な規模のスポーツの研究集会等の開催その

他のスポーツに係る国際的な交流及び貢献を推進するために必要な施策を講ずることにより、我

が国の競技水準の向上を図るよう努めるとともに、環境の保全に留意しつつ、国際相互理解の増
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進及び国際平和に寄与するよう努めなければならない。 

 

（顕彰） 

第二十条 国及び地方公共団体は、スポーツの競技会において優秀な成績を収めた者及びスポーツ

の発展に寄与した者の顕彰に努めなければならない。 

 

第二節 多様なスポーツの機会の確保のための環境の整備 

 

（地域におけるスポーツの振興のための事業への支援等） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、国民がその興味又は関心に応じて身近にスポーツに親しむこ

とができるよう、住民が主体的に運営するスポーツ団体（以下「地域スポーツクラブ」という。）

が行う地域におけるスポーツの振興のための事業への支援、住民が安全かつ効果的にスポーツを

行うための指導者等の配置、住民が快適にスポーツを行い相互に交流を深めることができるスポ

ーツ施設の整備その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

 

（スポーツ行事の実施及び奨励） 

第二十二条 地方公共団体は、広く住民が自主的かつ積極的に参加できるような運動会、競技会、

体力テスト、スポーツ教室等のスポーツ行事を実施するよう努めるとともに、地域スポーツクラ

ブその他の者がこれらの行事を実施するよう奨励に努めなければならない。 

２ 国は、地方公共団体に対し、前項の行事の実施に関し必要な援助を行うものとする。 

 

（スポーツの日の行事） 

第二十三条 国及び地方公共団体は、国民の祝日に関する法律（昭和二十三年法律第百七十八号）

第二条に規定するスポーツの日において、国民の間に広くスポーツについての関心と理解を深め、

かつ、積極的にスポーツを行う意欲を高揚するような行事を実施するよう努めるとともに、広く

国民があらゆる地域でそれぞれその生活の実情に即してスポーツを行うことができるような行

事が実施されるよう、必要な施策を講じ、及び援助を行うよう努めなければならない。 

 

（野外活動及びスポーツ・レクリエーション活動の普及奨励） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、心身の健全な発達、生きがいのある豊かな生活の実現等のた

めに行われるハイキング、サイクリング、キャンプ活動その他の野外活動及びスポーツとして行

われるレクリエーション活動（以下この条において「スポーツ・レクリエーション活動」という。）

を普及奨励するため、野外活動又はスポーツ・レクリエーション活動に係るスポーツ施設の整備、

住民の交流の場となる行事の実施その他の必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

 

第三節 競技水準の向上等 

 

（優秀なスポーツ選手の育成等） 

第二十五条 国は、優秀なスポーツ選手を確保し、及び育成するため、スポーツ団体が行う合宿、

国際競技大会又は全国的な規模のスポーツの競技会へのスポーツ選手及び指導者等の派遣、優れ
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た資質を有する青少年に対する指導その他の活動への支援、スポーツ選手の競技技術の向上及び

その効果の十分な発揮を図る上で必要な環境の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国は、優秀なスポーツ選手及び指導者等が、生涯にわたりその有する能力を幅広く社会に生か

すことができるよう、社会の各分野で活躍できる知識及び技能の習得に対する支援並びに活躍で

きる環境の整備の促進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

（国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会） 

第二十六条 国民スポーツ大会は、公益財団法人日本スポーツ協会（昭和二年八月八日に財団法人

大日本体育協会という名称で設立された法人をいう。以下同じ。）、国及び開催地の都道府県が共

同して開催するものとし、これらの開催者が定める方法により選出された選手が参加して総合的

に運動競技をするものとする。 

２ 全国障害者スポーツ大会は、公益財団法人日本障がい者スポーツ協会（昭和四十年五月二十四

日に財団法人日本身体障害者スポーツ協会という名称で設立された法人をいう。以下同じ。）、国

及び開催地の都道府県が共同して開催するものとし、これらの開催者が定める方法により選出さ

れた選手が参加して総合的に運動競技をするものとする。 

３ 国は、国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会の円滑な実施及び運営に資するため、こ

れらの開催者である公益財団法人日本スポーツ協会又は公益財団法人日本障がい者スポーツ協

会及び開催地の都道府県に対し、必要な援助を行うものとする。 

 

（国際競技大会の招致又は開催の支援等） 

第二十七条 国は、国際競技大会の我が国への招致又はその開催が円滑になされるよう、環境の保

全に留意しつつ、そのための社会的気運の醸成、当該招致又は開催に必要な資金の確保、国際競

技大会に参加する外国人の受入れ等に必要な特別の措置を講ずるものとする。 

２ 国は、公益財団法人日本オリンピック委員会（平成元年八月七日に財団法人日本オリンピック

委員会という名称で設立された法人をいう。）、公益財団法人日本障がい者スポーツ協会その他の

スポーツ団体が行う国際的な規模のスポーツの振興のための事業に関し必要な措置を講ずるに

当たっては、当該スポーツ団体との緊密な連絡を図るものとする。 

 

（企業、大学等によるスポーツへの支援） 

第二十八条 国は、スポーツの普及又は競技水準の向上を図る上で企業のスポーツチーム等が果た

す役割の重要性に鑑み、企業、大学等によるスポーツへの支援に必要な施策を講ずるものとする。 

 

（ドーピング防止活動の推進） 

第二十九条 国は、スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規約に従ってドーピングの防

止活動を実施するため、公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構（平成十三年九月十六日に財

団法人日本アンチ・ドーピング機構という名称で設立された法人をいう。）と連携を図りつつ、ド

ーピングの検査、ドーピングの防止に関する教育及び啓発その他のドーピングの防止活動の実施

に係る体制の整備、国際的なドーピングの防止に関する機関等への支援その他の必要な施策を講

ずるものとする。 
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第四章 スポーツの推進に係る体制の整備 

 

（スポーツ推進会議） 

第三十条 政府は、スポーツに関する施策の総合的、一体的かつ効果的な推進を図るため、スポー

ツ推進会議を設け、文部科学省及び厚生労働省、経済産業省、国土交通省その他の関係行政機関

相互の連絡調整を行うものとする。 

（都道府県及び市町村のスポーツ推進審議会等） 

第三十一条 都道府県及び市町村に、地方スポーツ推進計画その他のスポーツの推進に関する重要

事項を調査審議させるため、条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関（以下「ス

ポーツ推進審議会等」という。）を置くことができる。 

 

（スポーツ推進委員） 

第三十二条 市町村の教育委員会（特定地方公共団体にあっては、その長）は、当該市町村におけ

るスポーツの推進に係る体制の整備を図るため、社会的信望があり、スポーツに関する深い関心

と理解を有し、及び次項に規定する職務を行うのに必要な熱意と能力を有する者の中から、スポ

ーツ推進委員を委嘱するものとする。 

２ スポーツ推進委員は、当該市町村におけるスポーツの推進のため、教育委員会規則（特定地方

公共団体にあっては、地方公共団体の規則）の定めるところにより、スポーツの推進のための事

業の実施に係る連絡調整並びに住民に対するスポーツの実技の指導その他スポーツに関する指

導及び助言を行うものとする。 

３ スポーツ推進委員は、非常勤とする。 

 

第五章 国の補助等 

 

（国の補助） 

第三十三条 国は、地方公共団体に対し、予算の範囲内において、政令で定めるところにより、次

に掲げる経費について、その一部を補助する。 

一 国民スポーツ大会及び全国障害者スポーツ大会の実施及び運営に要する経費であって、これ

らの開催地の都道府県において要するもの 

二 その他スポーツの推進のために地方公共団体が行う事業に要する経費であって特に必要と

認められるもの 

２ 国は、学校法人に対し、その設置する学校のスポーツ施設の整備に要する経費について、予算

の範囲内において、その一部を補助することができる。この場合においては、私立学校振興助成

法（昭和五十年法律第六十一号）第十一条から第十三条までの規定の適用があるものとする。 

３ 国は、スポーツ団体であってその行う事業が我が国のスポーツの振興に重要な意義を有すると

認められるものに対し、当該事業に関し必要な経費について、予算の範囲内において、その一部

を補助することができる。 

 

（地方公共団体の補助） 

第三十四条 地方公共団体は、スポーツ団体に対し、その行うスポーツの振興のための事業に関し
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必要な経費について、その一部を補助することができる。 

 

（審議会等への諮問等） 

第三十五条 国又は地方公共団体が第三十三条第三項又は前条の規定により社会教育関係団体（社

会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第十条に規定する社会教育関係団体をいう。）であるス

ポーツ団体に対し補助金を交付しようとする場合には、あらかじめ、国にあっては文部科学大臣

が第九条第二項の政令で定める審議会等の、地方公共団体にあっては教育委員会（特定地方公共

団体におけるスポーツに関する事務（学校における体育に関する事務を除く。）に係る補助金の

交付については、その長）がスポーツ推進審議会等その他の合議制の機関の意見を聴かなければ

ならない。この意見を聴いた場合においては、同法第十三条の規定による意見を聴くことを要し

ない。 

 

附則 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。 

 

（スポーツに関する施策を総合的に推進するための行政組織の在り方の検討） 

第二条 政府は、スポーツに関する施策を総合的に推進するため、スポーツ庁及びスポーツに関す

る審議会等の設置等行政組織の在り方について、政府の行政改革の基本方針との整合性に配慮し

て検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

（スポーツの振興に関する計画に関する経過措置） 

第三条 この法律の施行の際現に改正前のスポーツ振興法第四条の規定により策定されている同

条第一項に規定するスポーツの振興に関する基本的計画又は同条第三項に規定するスポーツの

振興に関する計画は、それぞれ改正後のスポーツ基本法第九条又は第十条の規定により策定され

たスポーツ基本計画又は地方スポーツ推進計画とみなす。 

 

（スポーツ推進委員に関する経過措置） 

第四条 この法律の施行の際現に改正前のスポーツ振興法第十九条第一項の規定により委嘱され

ている体育指導委員は、改正後のスポーツ基本法第三十二条第一項の規定により委嘱されたスポ

ーツ推進委員とみなす。 

 

附則 （平成二四年八月二二日法律第六七号） 

この法律は、子ども・子育て支援法の施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

一 第二十五条及び第七十三条の規定 公布の日 

 

附則 （平成二六年六月二〇日法律第七六号） 
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（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。 

 

（政令への委任） 

第二十二条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定

める。 

 

附則 （平成二八年五月二〇日法律第四七号） 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十九年四月一日から施行する。 

 

附則 （平成三〇年六月二〇日法律第五六号） 

（施行期日） 

１ この法律は、平成三十五年一月一日から施行する。ただし、第二十六条第一項の改正規定（「国

民体育大会」を「国民スポーツ大会」に改める部分を除く。）、同条第二項の改正規定及び同条第三

項の改正規定（「国民体育大会」を「国民スポーツ大会」に改める部分を除く。）並びに第二十七条

第二項の改正規定は、公布の日から施行する。 

 

附則 （平成三〇年六月二〇日法律第五七号） 

 

（施行期日） 

１ この法律は、平成三十二年一月一日から施行する。 
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５ 用語集 

頭文字 用語 説明 
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